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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ゲート電極と、酸化物半導体膜と、ソース電極及びドレイン電極と、前記酸化物半導体
膜に形成されるチャネル領域と、を具備し、
　前記チャネル領域は、前記ソース電極の第１の側面と、前記第１の側面に対向する前記
ドレイン電極の第２の側面との間に形成され、
　前記第１の側面は、前記第２の側面を、一定距離の間隔において囲む形状を有し、前記
第２の側面はその平面形状の輪郭が曲面を有し、
　前記酸化物半導体膜の平面形状は円形または楕円形であり、
　前記酸化物半導体膜は、前記酸化物半導体膜の周縁であって前記ゲート電極と重畳しな
い端領域を有し、
　前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の一方端から最も近い第１の点と、前記第２
の側面の一方端から最も近い第２の点との間に位置することを特徴とする半導体装置。
【請求項２】
　ゲート電極と、
　前記ゲート電極上に形成されたゲート絶縁膜と、
　前記ゲート絶縁膜上に形成された酸化物半導体膜と、
　前記酸化物半導体膜に接して形成されたソース電極及びドレイン電極と、
　前記酸化物半導体膜に形成されるチャネル領域と、
を具備し、
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　前記チャネル領域は、前記ソース電極の第１の側面と、前記第１の側面に対向する前記
ドレイン電極の第２の側面との間に形成され、
　前記第１の側面は、前記第２の側面を、一定距離の間隔において囲む形状を有し、前記
第２の側面はその平面形状の輪郭が曲面を有し、
　前記酸化物半導体膜の平面形状は円形または楕円形であり、
　前記酸化物半導体膜は、前記酸化物半導体膜の周縁であって前記ゲート電極と重畳しな
い端領域を有し、
　前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の一方端から最も近い第１の点と、前記第２
の側面の一方端から最も近い第２の点との間に位置することを特徴とする半導体装置。
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記ソース電極と前記ドレイン電極の少なくとも一方及び前記ゲート電極それぞれは、
前記酸化物半導体膜の一方側から伸びるように配置され、
　前記少なくとも一方は、前記酸化物半導体膜及び前記ゲート電極の両方と重畳されてい
ることを特徴とする半導体装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項において、
　前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の他方端から最も近い第３の点と、前記第２
の側面の他方端から最も近い第４の点との間に位置することを特徴とする半導体装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項において、
　前記重畳しない端領域は、前記第１の点から前記第２の点まで連続した領域であること
を特徴とする半導体装置。
【請求項６】
　請求項４において、
　前記重畳しない端領域は、前記第３の点から前記第４の点まで連続した領域であること
を特徴とする半導体装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか一項において、
　前記ゲート電極と重畳しない端領域は、前記第１の側面と前記第２の側面との間の外側
に位置することを特徴とする半導体装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれか一項において、
　前記酸化物半導体膜は、前記ゲート電極と重畳する端領域を有し、
　前記重畳する端領域のすべては、前記ソース電極及び前記ドレイン電極の少なくとも一
方と重畳することを特徴とする半導体装置。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか一項において、
　前記酸化物半導体膜は、インジウム、亜鉛、ガリウム、及びスズから選ばれた一種以上
の元素の酸化物を含む膜であることを特徴とする半導体装置。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のいずれか一項において、
　前記酸化物半導体膜は、結晶部を含み、
　前記結晶部は、ｃ軸が前記酸化物半導体膜の被形成面の法線ベクトルに平行な方向に揃
うことを特徴とする半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、酸化物半導体を用いた半導体装置に関する。なお、本明細書において、半導
体装置とは、半導体素子自体または半導体素子を含むものをいい、このような半導体素子
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として、例えばトランジスタ（薄膜トランジスタなど）が挙げられる。また、液晶表示装
置、ＥＬ表示装置などの表示装置も半導体装置に含まれる。
【背景技術】
【０００２】
　基板上に半導体薄膜を形成することによって、トランジスタを構成する技術が注目され
ている。当該トランジスタは、液晶表示装置のような電子デバイスに広く応用されている
。トランジスタに適用可能な半導体薄膜として、これまでシリコン系半導体材料が広く知
られているが、その他の材料として酸化物半導体が注目されている。
【０００３】
　図１３は、酸化物半導体としてＩＧＺＯ（Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ－Ｏ）を用いたボトムゲー
ト構造のトランジスタの例を示す上面図である。このトランジスタは、ゲート電極１００
１上に形成されたゲート絶縁膜（図示せず）と、このゲート絶縁膜上に形成されたＩＧＺ
Ｏを用いた酸化物半導体膜１００２と、この酸化物半導体膜１００２上に形成されたソー
ス電極１００３及びドレイン電極１００４を有する（例えば特許文献１参照）。
【０００４】
　図１４は、図１３に示すトランジスタにおいて、ＧＢＴ（Gate Bias Temperature）ス
トレス試験の前後におけるＩｄ（ドレイン電流）－Ｖｇ（ゲート電圧）曲線を示している
。破線は、ＧＢＴストレス試験前のＩｄ－Ｖｇ曲線を示し、実線は、ＧＢＴストレス試験
後のＩｄ－Ｖｇ曲線を示す。
【０００５】
　図１３に示すようなトランジスタでは、ＧＢＴストレス試験を行うと、酸化物半導体膜
１００２の端領域の全てがゲート電極１００１と重畳しているため、ゲート電極１００１
に負の電圧が印加されることにより酸化物半導体膜１００２の端領域に電界によるストレ
スが生じて、酸化物半導体膜１００２の端領域のｎ型化が促進される。それにより、酸化
物半導体膜１００２の端領域に寄生チャネルが発生し、ソース電極１００３とドレイン電
極１００４の間にリークパスが繋がることで、図１４に示すようにＩｄ－Ｖｇ曲線にコブ
が発生する。そして、このコブが発生すると、上記のトランジスタを用いた回路では、回
路内の電圧が保持できないことや消費電流が増すこと等の悪影響が生じてしまう。なお、
コブとは、Ｉｄ－Ｖｇ曲線においてＩｄの上昇が段階的であることをいう。
【０００６】
　酸化物半導体膜１００２の端領域がｎ型化する理由は次のとおりである。酸化物半導体
膜１００２に電界ストレスが生じることによって酸化物半導体膜１００２が活性化し、反
応性が高まる。特に、トランジスタを製造する際にフォトリソグラフィ工程及びエッチン
グ工程を用いて酸化物半導体膜１００２を形成する時において、酸化物半導体膜１００２
の上面はフォトレジスト層により保護されているのに対して、酸化物半導体膜１００２の
端領域の側面は直接プラズマなどのエッチング雰囲気に曝される。このため、酸化物半導
体膜１００２の側面は、プロセスダメージをうけ、また不純物によって汚染されやすい。
その結果、酸化物半導体膜１００２の端領域は、それ以外の酸化物半導体膜１００２の部
分と比べて活性化しやすく、ＧＢＴストレス試験によってｎ型化しやすい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００７－２９９９１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の一態様は、活性層である酸化物半導体膜の端領域に寄生チャネルが発生するの
を抑制した半導体装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
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　本発明の一態様は、ゲート電極と、酸化物半導体膜と、ソース電極及びドレイン電極と
、前記酸化物半導体膜に形成されるチャネル領域と、を具備し、前記チャネル領域は、前
記ソース電極の第１の側面と、前記第１の側面に対向する前記ドレイン電極の第２の側面
との間に形成され、前記酸化物半導体膜は、前記ゲート電極と重畳しない端領域を有し、
前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の一方端から最も近い第１の領域と、前記第２
の側面の一方端から最も近い第２の領域との間に位置することを特徴とする半導体装置で
ある。
【００１０】
　上記本発明の一態様によれば、酸化物半導体膜は、前記ゲート電極と重畳しない端領域
を有し、前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の一方端から最も近い第１の領域と、
前記第２の側面の一方端から最も近い第２の領域との間に位置することにより、ゲート電
極に電圧が印加されても、酸化物半導体膜の端領域に寄生チャネルが発生するのを抑制で
きる。
【００１１】
　本発明の一態様は、ゲート電極と、前記ゲート電極上に形成されたゲート絶縁膜と、前
記ゲート絶縁膜上に形成された酸化物半導体膜と、前記酸化物半導体膜に接して形成され
たソース電極及びドレイン電極と、前記酸化物半導体膜に形成されるチャネル領域と、を
具備し、前記チャネル領域は、前記ソース電極の第１の側面と、前記第１の側面に対向す
る前記ドレイン電極の第２の側面との間に形成され、前記酸化物半導体膜は、前記ゲート
電極と重畳しない端領域を有し、前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の一方端から
最も近い第１の領域と、前記第２の側面の一方端から最も近い第２の領域との間に位置す
ることを特徴とする半導体装置である。
【００１２】
　また、本発明の一態様において、前記ソース電極と前記ドレイン電極の少なくとも一方
及び前記ゲート電極それぞれは、前記酸化物半導体膜の一方側から伸びるように配置され
、前記少なくとも一方は、前記酸化物半導体膜及び前記ゲート電極の両方と重畳されてい
るとよい。
【００１３】
　また、本発明の一態様において、前記重畳しない端領域は、前記第１の側面の他方端か
ら最も近い第３の領域と、前記第２の側面の他方端から最も近い第４の領域との間に位置
するとよい。
【００１４】
　また、本発明の一態様において、前記重畳しない端領域は、前記第１の領域から前記第
２の領域まで連続した領域であるとよい。
【００１５】
　また、本発明の一態様において、前記重畳しない端領域は、前記第３の領域から前記第
４の領域まで連続した領域であるとよい。
【００１６】
　また、本発明の一態様において、前記ゲート電極と重畳しない端領域は、前記第１の側
面と前記第２の側面との間の外側に位置するとよい。
【００１７】
　また、本発明の一態様において、前記酸化物半導体膜は、前記ゲート電極と重畳する端
領域を有し、前記重畳する端領域のすべては、前記ソース電極及び前記ドレイン電極の少
なくとも一方と重畳するとよい。
【００１８】
　また、本発明の一態様において、前記酸化物半導体膜は、インジウム、亜鉛、ガリウム
、及びスズから選ばれた一種以上の元素の酸化物を含む膜であるとよい。
【００１９】
　また、本発明の一態様において、前記酸化物半導体膜は、結晶部を含み、前記結晶部は
、ｃ軸が前記酸化物半導体膜の被形成面の法線ベクトルに平行な方向に揃うとよい。
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【発明の効果】
【００２０】
　本発明の一態様を適用することで、活性層である酸化物半導体膜の端領域に寄生チャネ
ルが発生するのを抑制した半導体装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】（Ａ）は本発明の一態様に係る半導体装置を示す平面図、（Ｂ）は（Ａ）に示す
Ａ－Ｂ線に沿った断面図、（Ｃ）は（Ａ）に示すＣ－Ｄ線に沿った断面図。
【図２】図１（Ａ）に示す半導体装置を矢印１４９の方向から視た斜視図。
【図３】本発明の他の一態様に係る半導体装置を示す平面図。
【図４】（Ａ）～（Ｃ）は図１に示す半導体装置の作製方法を説明する断面図。
【図５】（Ａ）は本発明の一態様に係る半導体装置を示す平面図、（Ｂ）は（Ａ）に示す
Ａ－Ｂ線に沿った断面図、（Ｃ）は（Ａ）に示すＣ－Ｄ線に沿った断面図。
【図６】（Ａ）は本発明の一態様に係る半導体装置を示す平面図、（Ｂ）は（Ａ）に示す
Ａ－Ｂ線に沿った断面図、（Ｃ）は（Ａ）に示すＣ－Ｄ線に沿った断面図。
【図７】（Ａ）はシミュレーションの対象としたトランジスタを示す平面図、（Ｂ）は（
Ａ）に示すＡ－Ａ'線に沿った断面図、（Ｃ）は（Ａ）に示すＣ－Ｃ'線に沿った断面図。
【図８】（Ａ）は第１のシミュレーションの結果を示す図、（Ｂ）は第２のシミュレーシ
ョンの結果を示す図。
【図９】本発明の一態様に係る液晶表示装置の画素を示す上面図。
【図１０】図９に示す液晶表示装置の画素の回路図。
【図１１】本発明の一態様に係るＥＬ表示装置の画素を示す上面図。
【図１２】図１１に示すＥＬ表示装置の画素の回路図。
【図１３】酸化物半導体としてＩＧＺＯ（Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ－Ｏ）を用いたボトムゲート
構造のトランジスタを示す上面図。
【図１４】図１３に示すトランジスタにＧＢＴストレス試験を行った結果であるＩｄ－Ｖ
ｇ曲線を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下では、本発明の実施の形態について図面を用いて詳細に説明する。ただし、本発明
は以下の説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及
び詳細を様々に変更し得ることは、当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は
以下に示す実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００２３】
　なお、トランジスタにおけるソース電極とドレイン電極は、いずれも酸化物半導体膜に
接続するものであり、ゲート電極に電圧が印加された時にソース電極及びドレイン電極の
間に電位差に応じて電流を流すため、ソース電極及びドレイン電極は動作によって入れ替
わることがあり、場所による特定が困難なケースがある。そこで、トランジスタの構造を
説明において、ソース電極とドレイン電極とを入れ替えても良い。
【００２４】
＜実施の形態１：ボトムゲートトップコンタクト－チャネルエッチ構造，ゲート電極幅が
ソース電極及びドレイン電極幅より大きい構造＞
　図１（Ａ）は、本発明の一態様に係る半導体装置を示す平面図であり、図１（Ｂ）は、
図１（Ａ）に示すＡ－Ｂ線に沿った断面図であり、図１（Ｃ）は、図１（Ａ）に示すＣ－
Ｄ線に沿った断面図である。図２は、図１（Ａ）に示す半導体装置を矢印１４９の方向か
ら視た斜視図である。
【００２５】
　この半導体装置はボトムゲート構造（逆スタガ型構造ともいう）のトランジスタ１５０
を有している。なお、図１（Ａ）では、煩雑になることを避けるため、トランジスタ１５
０の構成要素の一部（例えば、ゲート絶縁膜１０８など）を省略して図示している。
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【００２６】
　図１（Ｂ），（Ｃ）に示すように、基板１０２上には下地絶縁膜１０４が形成されてお
り、下地絶縁膜１０４上にはゲート電極１０６が形成されている。下地絶縁膜１０４及び
ゲート電極１０６の上にはゲート絶縁膜１０８が形成されており、ゲート絶縁膜１０８上
にはチャネル領域を有する酸化物半導体膜１１０が形成されている。本実施の形態１では
、酸化物半導体膜１１０はＩＧＺＯを用いた酸化物半導体膜である。
【００２７】
　酸化物半導体膜１１０は、ゲート絶縁膜１０８と接し、ゲート電極１０６と重畳する位
置に設けられている。酸化物半導体膜１１０及びゲート絶縁膜１０８上にはソース電極１
１４ａ及びドレイン電極１１４ｂが形成されており、ソース電極１１４ａ及びドレイン電
極１１４ｂは酸化物半導体膜１１０と電気的に接続されている。なお、酸化物半導体膜１
１０及びゲート絶縁膜１０８の間において、酸化物半導体膜１１０と電気的に接続された
ソース電極１１４ａ及びドレイン電極１１４ｂが設けられてもよい。
【００２８】
　酸化物半導体膜１１０のチャネル領域は、ソース電極１１４ａの第１の側面２１４ａと
、その第１の側面２１４ａに対向するドレイン電極１１４ｂの第２の側面２１４ｂとの間
に形成されている。酸化物半導体膜１１０は、ゲート電極１０６と重畳しない端領域２０
６を有している。
【００２９】
　なお、本明細書において酸化物半導体膜の端領域とは、酸化物半導体膜の側面であって
、酸化物半導体膜のエッチング加工時におけるプロセスダメージや不純物汚染等が生じて
いる領域を意味する。
【００３０】
　図１（Ａ）に示す酸化物半導体膜１１０の端領域は、ゲート電極１０６と重畳しない端
領域２０６とゲート電極１０６と重畳する端領域を有している。ゲート電極１０６と重畳
する端領域は、平面形状が四角形である酸化物半導体膜１１０が、その四角形の一辺側か
ら伸びるように配置されたゲート電極１０６と重畳する領域であり、その四角形の一辺に
形成された領域である（図１（Ａ）参照）。また、ゲート電極１０６と重畳しない端領域
２０６は、酸化物半導体膜１１０の平面の四角形の三辺（ゲート電極１０６と重畳する端
領域が形成された一辺以外の辺）に形成された領域である。
【００３１】
　酸化物半導体膜１１０におけるゲート電極１０６と重畳しない端領域２０６は、図１（
Ａ）に示すように、第１の側面２１４ａの一方端３１４ａから最も近い第１の領域２０６
ａと、第２の側面２１４ｂの一方端３１４ｂから最も近い第２の領域２０６ｂとの間に位
置する領域を含む。なお、重畳しない端領域２０６は、第１の領域２０６ａから第２の領
域２０６ｂまで連続した領域であることが好ましい。
【００３２】
　また、重畳しない端領域２０６は、図１（Ａ）及び図２に示すように、第１の側面２１
４ａの他方端４１４ａから最も近い第３の領域２０６ｃと、第２の側面２１４ｂの他方端
４１４ｂから最も近い第４の領域２０６ｄとの間に位置する領域を含む。なお、重畳しな
い端領域２０６は、第３の領域２０６ｃから第４の領域２０６ｄまで連続した領域である
ことが好ましい。
【００３３】
　なお、第１～第４の領域２０６ａ～２０６ｄそれぞれは、酸化物半導体膜１１０の側面
の線上の領域を意味する（図２参照）。
【００３４】
　このように基板１０２上にはボトムゲート構造のトランジスタ１５０が形成されている
。トランジスタ１５０上には、さらに層間絶縁膜１１６、及び平坦化絶縁膜（図示せず）
が設けられる構成としてもよい。詳細には、ソース電極１１４ａ及びドレイン電極１１４
ｂの上には層間絶縁膜１１６が設けられており、層間絶縁膜１１６上には平坦化絶縁膜が
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設けられている。
【００３５】
　図１及び図２に示す本発明の一態様によれば、酸化物半導体膜１１０の四角形の一辺側
から伸びるようにゲート電極１０６を配置し、そのゲート電極１０６が伸びる方向と同じ
方向に伸びるようにソース電極１１４ａ及びドレイン電極１１４ｂを配置することにより
、酸化物半導体膜１１０の平面の四角形の三辺にゲート電極１０６と重畳しない端領域２
０６を形成することができる。この端領域２０６は、第１の領域２０６ａと第２の領域２
０６ｂとの間に位置する領域を含み、第３の領域２０６ｃと第４の領域２０６ｄとの間に
位置する領域を含む。従って、ゲート電極１０６に電圧が印加されても、ゲート電極１０
６と重畳しない酸化物半導体膜１１０の端領域には電界によるストレスが発生しないため
、酸化物半導体膜１１０の端領域２０６のｎ型化が促進されることはない。その結果、ソ
ース電極１１４ａの第１の側面２１４ａの一方端３１４ａ、そこから最も近い端領域２０
６の第１の領域２０６ａ、ドレイン電極１１４ｂの第２の側面２１４ｂの一方端３１４ｂ
、そこから最も近い端領域２０６の第２の領域２０６ｂの間に電流が流れてリークパスが
繋がることがない。これと同様に、ソース電極１１４ａの第１の側面２１４ａの他方端４
１４ａ、そこから最も近い端領域２０６の第３の領域２０６ｃ、ドレイン電極１１４ｂの
第２の側面２１４ｂの他方端４１４ｂ、そこから最も近い端領域２０６の第４の領域２０
６ｄの間に電流が流れてリークパスが繋がることがない。よって、端領域２０６に寄生チ
ャネルが発生するのを抑制でき、寄生トランジスタが形成されるのを抑制できる。そして
、上記のトランジスタを用いることによって、回路内の電圧が保持出来ないことや消費電
流が増すこと等を低減させることができる。
【００３６】
　図３は、本発明の他の一態様に係る半導体装置を示す平面図である。この半導体装置は
、第１の領域２０６ａと第２の領域２０６ｂとの間に位置する端領域２０６と、第３の領
域２０６ｃと第４の領域２０６ｄとの間に位置する端領域２０６だけをゲート電極１０６
と重畳しない端領域とし、他の端領域をゲート電極１０６と重畳させたものである。
【００３７】
　本発明の他の一態様によれば、ゲート電極１０６に電圧が印加されても、ゲート電極１
０６と重畳しない酸化物半導体膜１１０の端領域には電界によるストレスが発生しないた
め、酸化物半導体膜１１０の端領域２０６のｎ型化が促進されることはない。従って、図
１及び図２に示す本発明の一態様と同様の効果を得ることができる。
【００３８】
　また、図１及び図３に示すように、ソース電極１１４ａの第１の側面２１４ａとドレイ
ン電極１１４ｂの第２の側面２１４ｂとの間に、ゲート電極１０６と重畳しない酸化物半
導体膜１１０の端領域２０６を位置させないことが好ましい。言い換えると、ゲート電極
１０６と重畳しない端領域２０６は、第１の側面２１４ａと第２の側面２１４ｂとの間の
外側に位置することが好ましい。その理由は、第１の側面２１４ａと第２の側面２１４ｂ
との間に位置する、ゲート電極１０６と重畳しない端領域２０６が、ゲート電極１０６と
接近していると、その端領域にリークパスが繋がって寄生チャネルが発生する可能性があ
るからである。
【００３９】
　［酸化物半導体膜１１０の詳細な説明］
　酸化物半導体膜１１０は、非晶質構造、または多結晶構造であってもよい。また、酸化
物半導体膜１１０は、ＣＡＡＣ－ＯＳ（Ｃ　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ
ｌｉｎｅ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）膜であってもよい。
【００４０】
　ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、完全な単結晶ではなく、完全な非晶質でもない。ＣＡＡＣ－ＯＳ
膜は、非晶質相に結晶部を有する結晶－非晶質混相構造の酸化物半導体膜である。なお、
当該結晶部は、一辺が１００ｎｍ未満の立方体内に収まる大きさであることが多い。また
、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒ
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ｏｓｃｏｐｅ）による観察像では、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる非晶質部と結晶部との境
界は明確ではない。また、ＴＥＭによってＣＡＡＣ－ＯＳ膜には粒界（グレインバウンダ
リーともいう）は確認できない。そのため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜は、粒界に起因する電子移
動の低下が抑制される。
【００４１】
　ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部は、ｃ軸がＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法線ベク
トルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃い、かつａｂ面に垂直な方向から見て三
角形状または六角形状の原子配列を有し、ｃ軸に垂直な方向から見て金属原子が層状また
は金属原子と酸素原子とが層状に配列している。なお、異なる結晶部間で、それぞれａ軸
およびｂ軸の向きが異なっていてもよい。本明細書等において、単に垂直と記載する場合
、８５°以上９５°以下の範囲も含まれることとする。また、単に平行と記載する場合、
－５°以上５°以下の範囲も含まれることとする。
【００４２】
　なお、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜において、結晶部の分布が一様でなくてもよい。例えば、ＣＡ
ＡＣ－ＯＳ膜の形成過程において、酸化物半導体膜の表面側から結晶成長させる場合、表
面の近傍では結晶部の占める割合が高くなることがある。また、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜へ不純
物を添加することにより、当該不純物添加領域において結晶部が非晶質化することもある
。
【００４３】
　ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部のｃ軸は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法線ベク
トルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃うため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の形状（被形
成面の断面形状または表面の断面形状）によっては互いに異なる方向を向くことがある。
【００４４】
　なお、結晶部のｃ軸の方向は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜が形成されたときの被形成面の法線ベ
クトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向となる。結晶部は、成膜することにより、
または成膜後に加熱処理などの結晶化処理を行うことにより形成される。
【００４５】
　ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を用いたトランジスタは、可視光や紫外光の照射によるトランジスタ
の電気特性の変動を低減することが可能である。また、しきい値の変動、及びバラツキを
抑制できる。よって、当該トランジスタは信頼性が高い。
【００４６】
　また、結晶部または結晶性を有する酸化物半導体膜では、よりバルク内欠陥を低減する
ことができる。さらに、結晶部または結晶性を有する酸化物半導体膜表面の平坦性を高め
ることによって、該酸化物半導体膜を用いたトランジスタは、アモルファス状態の酸化物
半導体膜を用いたトランジスタ以上の電界効果移動度を得ることができる。酸化物半導体
膜表面の平坦性を高めるためには、平坦な表面上に酸化物半導体膜を形成することが好ま
しく、具体的には、平坦面粗さ（Ｒａ）が０．１５ｎｍ以下、好ましくは０．１ｎｍ以下
の表面上に形成するとよい。
【００４７】
　なお、Ｒａは、日本工業規格ＪＩＳ　Ｂ０６０１で定義されている中心線平均粗さを面
に対して適用できるよう三次元に拡張したものであり、「基準面から指定面までの偏差の
絶対値を平均した値」と表現でき、以下の式にて定義される。
【００４８】
【数１】

【００４９】
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　なお、上記において、Ｓ０は、測定面（座標（ｘ１，ｙ１）（ｘ１，ｙ２）（ｘ２，ｙ

１）（ｘ２，ｙ２）で表される４点によって囲まれる長方形の領域）の面積を指し、Ｚ０

は測定面の平均高さを指す。Ｒａは原子間力顕微鏡（ＡＦＭ：Ａｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ
　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）にて評価可能である。
【００５０】
　また、酸化物半導体膜は、シリコンの１．１ｅＶよりも大きい禁制帯幅を持つ酸化物半
導体を適用することが好ましく、例えば、禁制帯幅が約３．１５ｅＶであるＩｎ－Ｇａ－
Ｚｎ系金属酸化物、禁制帯幅が約３．０ｅＶである酸化インジウム、禁制帯幅が約３．０
ｅＶであるインジウム錫酸化物、禁制帯幅が約３．３ｅＶであるインジウムガリウム酸化
物、禁制帯幅が約２．７ｅＶであるインジウム亜鉛酸化物、禁制帯幅が約３．３ｅＶであ
る酸化錫、禁制帯幅が約３．３７ｅＶである酸化亜鉛などを好ましく用いることができる
。このような材料を用いることにより、トランジスタのオフ電流を極めて低く保つことが
可能である。
【００５１】
　また、酸化物半導体膜に用いる酸化物半導体としては、インジウム（Ｉｎ）、亜鉛（Ｚ
ｎ）、及びガリウム（Ｇａ）の群から選ばれた少なくとも一つを含むことが好ましい。特
にＩｎとＺｎを含むことが好ましい。また、該酸化物半導体を用いたトランジスタの電気
特性のばらつきを減らすためのスタビライザーとしてスズ（Ｓｎ）を有することが好まし
い。
【００５２】
　例えば、酸化物半導体として、酸化インジウム、酸化スズ、酸化亜鉛、二元系金属酸化
物であるＩｎ－Ｚｎ系金属酸化物、Ｓｎ－Ｚｎ系金属酸化物、Ｉｎ－Ｇａ系金属酸化物、
三元系金属酸化物であるＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物（ＩＧＺＯとも表記する）、Ｉｎ
－Ｓｎ－Ｚｎ系金属酸化物、Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物、四元系金属酸化物であるＩ
ｎ－Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物を用いることができる。
【００５３】
　ここで、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物とは、ＩｎとＧａとＺｎを主成分として有する
金属酸化物という意味であり、ＩｎとＧａとＺｎの比率は問わない。また、ＩｎとＧａと
Ｚｎ以外の金属元素が入っていてもよい。
【００５４】
　また、酸化物半導体として、ＩｎＭＯ３（ＺｎＯ）ｍ（ｍ＞０、且つ、ｍは整数でない
）で表記される材料を用いてもよい。なお、Ｍは、Ｇａ、Ｆｅ、Ｍｎ及びＣｏから選ばれ
た一の金属元素もしくは複数の金属元素、または上記のスタビライザーとしての元素を示
す。また、酸化物半導体として、Ｉｎ２ＳｎＯ５（ＺｎＯ）ｎ（ｎ＞０、且つ、ｎは整数
）で表記される材料を用いてもよい。
【００５５】
　例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２、あるいはＩ
ｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝２：１：３の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物やその組成の近
傍の酸化物を用いるとよい。
【００５６】
　また、酸化物半導体膜の成膜工程において、酸化物半導体膜に水素、水などの不純物が
なるべく含まれないことが好ましい。例えば、酸化物半導体膜の成膜工程の前処理として
、スパッタリング装置の予備加熱室で基板を予備加熱し、基板に吸着した水素、水などの
不純物を脱離し排気することが好ましい。また、酸化物半導体膜の成膜時、残留する水が
排気された成膜室（成膜チャンバーともいう）で行うことが好ましい。
【００５７】
　なお、予備加熱室、及び成膜室の水を除去するためには、吸着型の真空ポンプ、例えば
、クライオポンプ、イオンポンプ、チタンサブリメーションポンプを用いることが好まし
い。また、排気手段は、ターボポンプにコールドトラップを加えたものであってもよい。
クライオポンプを用いて排気した、予備加熱室、及び成膜室は、例えば、水素原子、水（



(10) JP 6001308 B2 2016.10.5

10

20

30

40

50

Ｈ２Ｏ）など水素原子を含む化合物（より好ましくは炭素原子を含む化合物も）等が排気
されるため、酸化物半導体膜に含まれる水素、水などの不純物の濃度を低減できる。
【００５８】
　なお、酸化物半導体膜としてＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物をスパッタリング法により
成膜する。また、酸化物半導体膜は、希ガス（代表的にはアルゴン）雰囲気下、酸素雰囲
気下、または希ガスと酸素の混合雰囲気下においてスパッタリング法により形成すること
ができる。
【００５９】
　酸化物半導体膜として、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系金属酸化物をスパッタリング法で作製する
ためのターゲットとしては、例えば、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１の金属酸
化物ターゲットや、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２の金属酸化物ターゲットや
、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝２：１：３の金属酸化物ターゲットを用いることができ
る。ただし、酸化物半導体膜に用いることのできるターゲットは、これらのターゲットの
材料、及び組成に限定されるものではない。
【００６０】
　また、酸化物半導体膜を上述した金属酸化物ターゲットを用いて形成した場合、ターゲ
ットの組成と、基板上に形成される薄膜の組成とが異なる場合がある。例えば、Ｉｎ２Ｏ

３：Ｇａ２Ｏ３：ＺｎＯ＝１：１：１［ｍｏｌ比］の金属酸化物ターゲットを用いた場合
、成膜条件にも依存するが、薄膜である酸化物半導体膜の組成比は、Ｉｎ２Ｏ３：Ｇａ２

Ｏ３：ＺｎＯ＝１：１：０．６～０．８［ｍｏｌ比］となる場合がある。これは、酸化物
半導体膜の成膜中において、ＺｎＯが昇華する、またはＩｎ２Ｏ３、Ｇａ２Ｏ３、ＺｎＯ
の各成分のスパッタリングレートが異なるためであると考えられる。
【００６１】
　したがって、所望の組成比の薄膜を形成したい場合においては、予め金属酸化物ターゲ
ットの組成比を調整する必要がある。例えば、薄膜である酸化物半導体膜の組成比を、Ｉ
ｎ２Ｏ３：Ｇａ２Ｏ３：ＺｎＯ＝１：１：１［ｍｏｌ比］とする場合においては、金属酸
化物ターゲットの組成比を、Ｉｎ２Ｏ３：Ｇａ２Ｏ３：ＺｎＯ＝１：１：１．５［ｍｏｌ
比］とすればよい。すなわち、金属酸化物ターゲットのＺｎＯの含有量を予め多くすれば
よい。ただし、ターゲットの組成比は、上記数値に限定されず、成膜条件や、形成される
薄膜の組成により適宜調整することができる。また、金属酸化物ターゲットのＺｎＯの含
有量を多くすることにより、得られる薄膜の結晶性が向上するため好ましい。
【００６２】
　また、金属酸化物ターゲットの相対密度は９０％以上１００％以下、好ましくは９５％
以上９９．９％以下である。相対密度の高い金属酸化物ターゲットを用いることにより、
成膜した酸化物半導体膜は緻密な膜とすることができる。
【００６３】
　また、酸化物半導体膜を成膜する際に用いるスパッタリングガスとしては、水素、水な
どの不純物が除去された高純度ガスを用いることが好ましい。
【００６４】
　酸化物半導体膜として、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を適用する場合、該ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を形成
する方法としては、例えば三つ挙げられる。一つめは、成膜温度を２００℃以上４５０℃
以下として酸化物半導体膜の成膜を行うことで、酸化物半導体膜に含まれる結晶部のｃ軸
が、被形成面の法線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃った結晶部を形
成する方法である。二つめは、酸化物半導体膜を薄い膜厚で成膜した後、２００℃以上７
００℃以下の熱処理を行うことで、酸化物半導体膜に含まれる結晶部のｃ軸が、被形成面
の法線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃った結晶部を形成する方法で
ある。三つめは、一層目の酸化物半導体膜を薄く成膜した後、２００℃以上７００℃以下
の熱処理を行い、さらに二層目の酸化物半導体膜の成膜を行うことで、酸化物半導体膜に
含まれる結晶部のｃ軸が、被形成面の法線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方
向に揃った結晶部を形成する方法である。
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【００６５】
　また、基板を加熱しながら成膜することにより、成膜した酸化物半導体膜に含まれる水
素、水などの不純物の濃度を低減することができる。また、スパッタリングによる損傷が
軽減されるため好ましい。また、酸化物半導体膜を、ＡＬＤ（Ａｔｏｍｉｃ　Ｌａｙｅｒ
　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法、蒸着法、塗布法などで成膜してもよい。
【００６６】
　なお、酸化物半導体膜として、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜以外の結晶性を有する酸化物半導体膜
（単結晶または微結晶）を成膜する場合には、成膜温度は特に限定されない。
【００６７】
　また、酸化物半導体膜の加工方法としては、ウエットエッチング法、またはドライエッ
チング法により酸化物半導体膜のエッチングを行うことができる。ドライエッチング法の
エッチングガスには、ＢＣｌ３、Ｃｌ２、Ｏ２等を用いることができる。エッチング速度
の向上にはＥＣＲ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｃｙｃｒｏｔｒｏｎ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ）やＩ
ＣＰ（Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ）などの高密度プラズマ源を
用いたドライエッチング装置を用いることができる。
【００６８】
　また、酸化物半導体膜の形成後、酸化物半導体膜に対して、熱処理を行ってもよい。当
該熱処理の温度は、３００℃以上７００℃以下、または基板の歪み点未満とする。当該熱
処理を行うことで、酸化物半導体膜に含まれる過剰な水素、水などを除去することが可能
である。なお、当該熱処理は、本明細書等において、脱水化処理（脱水素化処理）と記す
場合がある。
【００６９】
　当該熱処理は、例えば、抵抗発熱体などを用いた電気炉に被処理物を導入し、窒素雰囲
気下、４５０℃、１時間の条件で行うことができる。この間、酸化物半導体膜は大気に触
れさせず、水素、水などの混入が生じないようにする。
【００７０】
　熱処理装置は、電気炉に限られず、加熱されたガスなどの媒体からの熱伝導、または熱
輻射によって、被処理物を加熱する装置を用いてもよい。例えば、ＧＲＴＡ（Ｇａｓ　Ｒ
ａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌｉｎｇ）装置、ＬＲＴＡ（Ｌａｍｐ　Ｒａｐｉ
ｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌｉｎｇ）装置等のＲＴＡ（Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａ
ｌ　Ａｎｎｅａｌｉｎｇ）装置を用いることができる。ＬＲＴＡ装置は、ハロゲンランプ
、メタルハライドランプ、キセノンアークランプ、カーボンアークランプ、高圧ナトリウ
ムランプ、高圧水銀ランプなどのランプから発する光（電磁波）の輻射により、被処理物
を加熱する装置である。ＧＲＴＡ装置は、高温のガスを用いて熱処理を行う装置である。
ガスとしては、アルゴンなどの希ガス、または窒素のような、熱処理によって被処理物と
反応しない不活性気体が用いられる。
【００７１】
　例えば、当該熱処理として、熱せられた不活性ガス雰囲気中に被処理物を投入し、数分
間熱した後、当該不活性ガス雰囲気から被処理物を取り出すＧＲＴＡ処理を行ってもよい
。ＧＲＴＡ処理を用いると短時間での高温熱処理が可能となる。また、被処理物の耐熱温
度を超える温度条件であっても適用が可能となる。なお、処理中に、不活性ガスを、酸素
を含むガスに切り替えても良い。
【００７２】
　なお、不活性ガス雰囲気としては、窒素、または希ガス（ヘリウム、ネオン、アルゴン
等）を主成分とする雰囲気であって、水素、水などが含まれない雰囲気を適用するのが望
ましい。例えば、熱処理装置に導入する窒素や、ヘリウム、ネオン、アルゴン等の希ガス
の純度を、６Ｎ（９９．９９９９％）以上、好ましくは７Ｎ（９９．９９９９９％）以上
（すなわち、不純物の濃度が１ｐｐｍ以下、好ましくは０．１ｐｐｍ以下）とする。
【００７３】
　また、上述の脱水化処理（脱水素化処理）を行うと、酸化物半導体膜を構成する主成分
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材料である酸素が同時に脱離して減少してしまうおそれがある。酸化物半導体膜において
、酸素が脱離した箇所では酸素欠損が存在し、該酸素欠損に起因してトランジスタの電気
的特性変動を招くドナー準位が生じてしまう。よって、脱水化処理（脱水素化処理）を行
った場合、酸化物半導体膜中に、酸素を供給することが好ましい。酸化物半導体膜中に酸
素を供給することにより、膜中の酸素欠損を補填することができる。
【００７４】
　酸化物半導体膜中の酸素欠損を補填する方法の一例としては、酸化物半導体膜に対して
脱水化処理（脱水素化処理）を行った後、同じ炉に高純度の酸素ガス、二窒化酸素ガス、
又は超乾燥エア（ＣＲＤＳ（キャビティリングダウンレーザー分光法）方式の露点計を用
いて測定した場合の水分量が２０ｐｐｍ（露点換算で－５５℃）以下、好ましくは１ｐｐ
ｍ以下、より好ましくは１０ｐｐｍ以下の空気）を導入すればよい。酸素ガス、または二
窒化酸素ガスに、水素、水などが含まれないことが好ましい。または、熱処理装置に導入
する酸素ガス、または二窒化酸素ガスの純度を、６Ｎ（９９．９９９９％）以上、好まし
くは７Ｎ（９９．９９９９９％）以上（即ち、酸素ガスまたは二窒化酸素ガス中の不純物
の濃度を１ｐｐｍ以下、好ましくは０．１ｐｐｍ以下）とすることが好ましい。
【００７５】
　また、酸化物半導体膜中に酸素を供給する方法の一例としては、酸化物半導体膜に酸素
（少なくとも、酸素ラジカル、酸素原子、酸素イオンのいずれかを含む）を添加すること
で、酸化物半導体膜中に酸素を供給してもよい。酸素の添加方法としては、イオン注入法
、イオンドーピング法、プラズマ処理などを用いることができる。
【００７６】
　また、酸化物半導体膜中に酸素を供給する方法の一例としては、下地絶縁膜、またはゲ
ート絶縁膜等を加熱することにより、酸素の一部を脱離させ、酸化物半導体膜に酸素を供
給してもよい。
【００７７】
　上述のように、酸化物半導体膜の形成後において、脱水化処理（脱水素化処理）を行い
酸化物半導体膜から、水素、水などを除去して不純物が極力含まれないように高純度化す
ると共に、脱水化処理（脱水素化処理）によって減少してしまった酸素を酸化物半導体に
加える、または過剰な酸素を供給し酸化物半導体膜の酸素欠損を補填することが好ましい
。また、酸化物半導体膜に酸素を供給する場合を、加酸素化処理、または過酸素化処理と
記す場合がある。
【００７８】
　このように、酸化物半導体膜は、脱水化処理（脱水素化処理）により、水素、水などが
除去され、加酸素化処理により酸素欠損を補填することによって、電気的にｉ型（真性）
化または実質的にｉ型化された酸化物半導体膜とすることができる。具体的には、酸化物
半導体膜中の水素濃度は、５×１０１９ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下、好ましくは５×１０１

８ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下、さらに好ましくは５×１０１７ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下とす
る。なお、上述の酸化物半導体膜中の水素濃度は、二次イオン質量分析法（ＳＩＭＳ：Ｓ
ｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｉｏｎ　Ｍａｓｓ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ）で測定されるもので
ある。
【００７９】
　このように、水素濃度が十分に低減されて高純度化され、十分な酸素の供給により酸素
欠乏に起因する禁制帯幅中の欠陥準位が低減された酸化物半導体膜では、ドナーに由来す
るキャリアが極めて少なく（ゼロに近い）、キャリア濃度が１×１０１２／ｃｍ３未満、
好ましくは１×１０１１／ｃｍ３未満、さらに好ましくは、１．４５×１０１０／ｃｍ３

未満となる。このような酸化物半導体膜を用いたトランジスタにおいて、例えば、室温（
２５℃）でのオフ電流（ここでは、単位チャネル幅（１μｍ）あたりの値）は、１００ｚ
Ａ（１ｚＡ（ゼプトアンペア）は１×１０－２１Ａ）以下、好ましくは１０ｚＡ以下、さ
らに好ましくは１００ｙＡ（１ｙＡ（ヨクトアンペア）は１×１０－２４Ａ）以下となる
。このように、ｉ型化または実質的にｉ型化された酸化物半導体を用いることで、極めて
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優れたオフ電流特性のトランジスタとすることができる。
【００８０】
＜実施の形態１：トランジスタの作製方法＞
　図１に示した半導体装置の作製方法について、図４（Ａ）～（Ｃ）を用いて説明する。
なお、図１で示した符号については、同様の符号を用い、その繰り返しの説明は省略する
。
【００８１】
　まず、基板１０２上に下地絶縁膜１０４を形成する。次に、下地絶縁膜１０４上に、導
電膜を形成した後、フォトリソグラフィ工程、及びエッチング工程によりゲート電極１０
６を形成する（図４（Ａ）参照）。
【００８２】
　基板１０２としては、アルミノシリケートガラス、アルミノホウケイ酸ガラス、バリウ
ムホウケイ酸ガラスなどのガラス材料を用いる。量産する上では、基板１０２は、第８世
代（２１６０ｍｍ×２４６０ｍｍ）、第９世代（２４００ｍｍ×２８００ｍｍ、または２
４５０ｍｍ×３０５０ｍｍ）、第１０世代（２９５０ｍｍ×３４００ｍｍ）等のマザーガ
ラスを用いることが好ましい。マザーガラスは、処理温度が高く、処理時間が長いと大幅
に収縮するため、マザーガラスを使用して量産を行う場合、作製工程の加熱処理は、好ま
しくは６００℃以下、さらに好ましくは４５０℃以下、さらに好ましくは３５０℃以下と
することが望ましい。
【００８３】
　下地絶縁膜１０４としては、例えば、酸化シリコン、酸化ガリウム、酸化アルミニウム
、窒化シリコン、酸化窒化シリコン、酸化窒化アルミニウム、または窒化酸化シリコン等
を用いることができる。上記下地絶縁膜１０４は、ＣＶＤ法またはスパッタリング法等に
より形成することができる。下地絶縁膜１０４として、上述した窒化シリコン膜や酸化ア
ルミニウム膜を用いることで、基板１０２からトランジスタ１５０中に拡散する不純物を
防止することができる。なお、下地絶縁膜１０４は必要に応じて設ければよい。
【００８４】
　ゲート電極１０６としては、スパッタリング法等により、モリブデン、チタン、タンタ
ル、タングステン、アルミニウム、銅、ネオジム、及びスカンジウム等の金属材料、また
は、これらの少なくとも一つを含む合金材料を用いて、単層、または積層して形成するこ
とができる。
【００８５】
　その後、下地絶縁膜１０４及びゲート電極１０６上にゲート絶縁膜１０８を形成する（
図４（Ｂ）参照）。
【００８６】
　ゲート絶縁膜１０８としては、例えば、酸化シリコン、酸化ガリウム、酸化アルミニウ
ム、窒化シリコン、酸化窒化シリコン、酸化窒化アルミニウム、または窒化酸化シリコン
等を用いることができる。また、ゲート絶縁膜１０８の膜厚としては、例えば、１０ｎｍ
以上５００ｎｍ以下、好ましくは５０ｎｍ以上３００ｎｍ以下とすることができる。
【００８７】
　また、ゲート絶縁膜１０８は、のちに形成される酸化物半導体膜１１０と接する部分に
おいて酸素を含むことが好ましい。特に、ゲート絶縁膜１０８は、膜中に少なくとも化学
量論的組成比を超える量の酸素が存在することが好ましく、例えば、ゲート絶縁膜１０８
として、酸化シリコンを用いる場合には、ＳｉＯ２＋α（ただし、α＞０）とすることが
好ましい。本実施の形態では、ゲート絶縁膜１０８として、ＳｉＯ２＋α（ただし、α＞
０）である酸化シリコンを用いる。この酸化シリコンをゲート絶縁膜１０８として用いる
ことで、のちに形成される酸化物半導体膜１１０に酸素を供給することができ、酸化物半
導体膜１１０の電気特性を良好にすることができる。
【００８８】
　また、ゲート絶縁膜１０８のその他の材料としては、酸化ハフニウム、酸化イットリウ
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ム、ハフニウムシリケート（ＨｆＳｉｘＯｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、窒素が添加されたハ
フニウムシリケート（ＨｆＳｉＯｘＮｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、ハフニウムアルミネート
（ＨｆＡｌｘＯｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、酸化ランタンなどのｈｉｇｈ－ｋ材料を用いる
ことができる。このような材料を用いることでゲートリーク電流を低減できる。さらに、
ゲート絶縁膜１０８は、単層構造としても良いし、積層構造としても良い。
【００８９】
　次に、ゲート絶縁膜１０８が形成された基板１０２に対して、加熱処理を行っても良い
。
【００９０】
　例えば、加熱処理としては、電気炉、もしくは抵抗発熱体などの発熱体からの熱伝導ま
たは熱輻射によって、被処理物を加熱する装置を用いることができ、［酸化物半導体膜１
１０の詳細な説明］の欄に記載した加熱処理装置を適宜用いることができる。なお、ＧＲ
ＴＡ装置などに用いる高温のガスには、アルゴンなどの希ガス、または窒素のような、加
熱処理によって被処理物と反応しない不活性気体が用いられる。また、高温のガスのその
他の一例としては、酸素を用いてもよい。酸素を用いることにより、ゲート絶縁膜１０８
からの酸素の脱離を抑制、またはゲート絶縁膜１０８へ酸素の供給を行うことができる。
【００９１】
　加熱処理の処理温度としては、基板１０２として、マザーガラスを用いた場合、処理温
度が高く、処理時間が長いと大幅に収縮するため、好ましくは、２００℃以上４５０℃以
下、さらに好ましくは、２５０℃以上３５０℃以下である。
【００９２】
　なお、上記加熱処理を行うことで、ゲート絶縁膜１０８の膜中に含まれる水、水素など
の不純物を除去することができる。また、当該加熱処理により、ゲート絶縁膜１０８の膜
中の欠陥密度を低減することができる。ゲート絶縁膜１０８の膜中に含まれる水素、水な
どの不純物、または膜中の欠陥密度が低減することにより、半導体装置の信頼性が向上す
る。例えば、半導体装置の信頼性試験の一つである光負バイアスストレス試験における半
導体装置の劣化を抑制させることができる。
【００９３】
　また、上記加熱処理は、のちに形成される酸化物半導体膜１１０の成膜前処理として、
行ってもよい。例えば、ゲート絶縁膜１０８を形成した後、スパッタリング装置の予備加
熱室にて、真空中で加熱処理を行った後、酸化物半導体膜１１０を形成してもよい。
【００９４】
　また、上記加熱処理は、複数回行ってもよい。例えば、ゲート絶縁膜１０８の形成後、
電気炉等により窒素雰囲気中で加熱処理を行い、その後、スパッタリング装置の予備加熱
室にて、真空中で加熱処理を行った後、酸化物半導体膜１１０を形成してもよい。
【００９５】
　次に、ゲート絶縁膜１０８上に、酸化物半導体膜を成膜し、フォトリソグラフィ工程、
及びエッチング工程を行い、素子分離された酸化物半導体膜１１０を形成する（図４（Ｂ
）参照）。
【００９６】
　酸化物半導体膜１１０の詳細な内容及び作製方法等については、［酸化物半導体膜１１
０の詳細な説明］の欄に記載してあるため省略する。
【００９７】
　次に、ゲート絶縁膜１０８及び酸化物半導体膜１１０の上に導電膜を形成し、当該導電
膜にフォトリソグラフィ工程、及びエッチング工程を行い、酸化物半導体膜１１０に電気
的に接続されたソース電極１１４ａ及びドレイン電極１１４ｂを形成する。なお、この段
階でトランジスタ１５０が形成される（図４（Ｂ）参照）。
【００９８】
　ソース電極１１４ａ及びドレイン電極１１４ｂに用いる導電膜としては、例えば、Ａｌ
、Ｃｒ、Ｃｕ、Ｔａ、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｗから選ばれた元素を含む金属膜、または上述した元
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素を成分とする金属窒化物膜（窒化チタン膜、窒化モリブデン膜、窒化タングステン膜）
等を用いて、単層、または積層させて形成することができる。また、Ａｌ、Ｃｕなどの金
属膜の下側又は上側の一方または双方にＴｉ、Ｍｏ、Ｗなどの高融点金属膜、またはそれ
らの金属窒化物膜（窒化チタン膜、窒化モリブデン膜、窒化タングステン膜）を積層させ
た構成としても良い。
【００９９】
　次に、トランジスタ１５０上に、層間絶縁膜１１６及び平坦化絶縁膜（図示せず）を形
成する（図４（Ｃ）参照）。
【０１００】
　層間絶縁膜１１６としては、ゲート絶縁膜１０８に用いた材料及び方法と、同様な材料
及び方法により形成することができる。
【０１０１】
　平坦化絶縁膜としては、例えば、ポリイミド、アクリル、ベンゾシクロブテン等の有機
樹脂材料を用いることができる。平坦化絶縁膜により、トランジスタ１５０の凹凸を低減
させることができる。
【０１０２】
　また、平坦化絶縁膜上に導電膜を形成してもよい（図示しない）。導電膜としては、例
えば、酸化インジウム－酸化スズ（ＩＴＯ：Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）、酸化
インジウム－酸化亜鉛などの透光性を有する導電材料を用いることができる。ただし、導
電膜として用いることのできる材料は、上記材料に限定されない。例えば、金属膜（アル
ミニウム、チタンなど）を用いることもできる。このような金属膜を用いることにより、
トランジスタ１５０を外光から遮光することができるので、好適である。
【０１０３】
　なお、上述した導電膜は、外部からの静電気（所謂、ＥＳＤ：Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｓｔａ
ｔｉｃ　Ｄｉｓｃｈａｒｇｅ）に対して、トランジスタ１５０を保護する機能も有する。
トランジスタ１５０上に導電膜を有することで、外部からの静電気放電等の電荷を当該導
電膜により、逃がすことができる。
【０１０４】
＜実施の形態２：ゲート電極幅がソース電極及びドレイン電極幅より小さい構造＞
　図５（Ａ）は、本発明の一態様に係る半導体装置を示す平面図であり、図５（Ｂ）は、
図５（Ａ）に示すＡ－Ｂ線に沿った断面図であり、図５（Ｃ）は、図５（Ａ）に示すＣ－
Ｄ線に沿った断面図である。
【０１０５】
　本実施の形態による半導体装置は、以下の点を除いて実施の形態１による半導体装置と
同様の構造を有する。
【０１０６】
　実施の形態１のトランジスタ１５０は、ゲート電極の幅がソース電極及びドレイン電極
それぞれの幅より大きいのに対し、本実施の形態のトランジスタ１５１は、ゲート電極１
０６の幅がソース電極１１４ａ及びドレイン電極１１４ｂそれぞれの幅より小さい。
【０１０７】
　言い換えると、図５に示す酸化物半導体膜１１０は、ゲート電極１０６と重畳する端領
域３０６を有し、この重畳する端領域３０６のすべては、ソース電極１１４ａと重畳する
。なお、本実施の形態では、端領域３０６のすべてがソース電極１１４ａと重畳するが、
端領域３０６のすべてがドレイン電極１１４ｂと重畳してもよい。
【０１０８】
　本実施の形態においても実施の形態１と同様の効果を得ることができる。
【０１０９】
　つまり、図５（Ａ）に示すように、ソース電極１１４ａの第１の側面２１４ａの一方端
３１４ａ、そこから最も近い端領域２０６の第１の領域２０６ａ、ドレイン電極１１４ｂ
の第２の側面２１４ｂの一方端３１４ｂ、そこから最も近い端領域２０６の第２の領域２
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０６ｂの間に電流が流れてリークパスが繋がることがない。これと同様に、ソース電極１
１４ａの第１の側面２１４ａの他方端４１４ａ、そこから最も近い端領域２０６の第３の
領域２０６ｃ、ドレイン電極１１４ｂの第２の側面２１４ｂの他方端４１４ｂ、そこから
最も近い端領域２０６の第４の領域２０６ｄの間に電流が流れてリークパスが繋がること
がない。よって、端領域２０６に寄生チャネルが発生するのを抑制でき、寄生トランジス
タが形成されるのを抑制できる。
【０１１０】
　図５に示す半導体装置の作製方法は、実施の形態１のそれと同様であるので、説明を省
略する。
【０１１１】
＜実施の形態３：平面形状が円形の酸化物半導体膜＞
　図６（Ａ）は、本発明の一態様に係る半導体装置を示す平面図であり、図６（Ｂ）は、
図６（Ａ）に示すＡ－Ｂ線に沿った断面図であり、図６（Ｃ）は、図６（Ａ）に示すＣ－
Ｄ線に沿った断面図である。
【０１１２】
　本実施の形態による半導体装置は、以下の点を除いて実施の形態１による半導体装置と
同様の構造を有する。
【０１１３】
　本実施の形態のトランジスタ１５２は、図６（Ａ）に示すように、酸化物半導体膜１１
０の平面形状が円形である。ゲート電極１０６は、酸化物半導体膜１１０の円形と同心円
の円形部分を有し、その円形部分は酸化物半導体膜１１０と重畳する。酸化物半導体膜１
１０は、その円形部分の一方側から伸びるように配置されたゲート電極１０６と重畳する
領域を有している。また、酸化物半導体膜１１０におけるゲート電極１０６と重畳しない
端領域２０６は、酸化物半導体膜１１０とゲート電極１０６とが重畳する領域を除いた円
形部分の側面に位置する領域である。なお、酸化物半導体膜１１０は楕円形でも多角形で
もよい。また、ゲート電極１０６において酸化物半導体膜１１０と重畳する領域は酸化物
半導体膜１１０の略相似の形状部分を有すればよい。
【０１１４】
　ソース電極１１４ａにおけるドレイン電極１１４ｂと対向する部分は、その平面形状が
Ｕ字形状を有する。ドレイン電極１１４ｂにおけるソース電極１１４ａと対向する部分は
、その平面形状の輪郭が曲面を有する。なお、ソース電極１１４ａにおけるドレイン電極
１１４ｂと対向する部分は、ソース電極またはドレイン電極の一方が、他方の端部を、一
定距離の間隔において囲む形状であればよく、例えばＣ字形状、Ｖの字形状等であっても
よい。
【０１１５】
　本実施の形態においても実施の形態１と同様の効果を得ることができる。
【０１１６】
　つまり、図６（Ａ）に示すように、ソース電極１１４ａの第１の側面２１４ａの一方端
３１４ａ、そこから最も近い端領域２０６の第１の領域２０６ａ、ドレイン電極１１４ｂ
の第２の側面２１４ｂの一方端３１４ｂ、その近傍の端領域２０６の第２の領域２０６ｂ
の間に電流が流れてリークパスが繋がることがない。これと同様に、ソース電極１１４ａ
の第１の側面２１４ａの他方端４１４ａ、その近傍の端領域２０６の第３の領域２０６ｃ
、ドレイン電極１１４ｂの第２の側面２１４ｂの他方端４１４ｂ、そこから最も近い端領
域２０６の第４の領域２０６ｄの間に電流が流れてリークパスが繋がることがない。よっ
て、端領域２０６に寄生チャネルが発生するのを抑制でき、寄生トランジスタが形成され
るのを抑制できる。
【０１１７】
　図６に示す半導体装置の作製方法は、実施の形態１のそれと同様であるので、説明を省
略する。
【０１１８】
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＜シミュレーション結果＞
　酸化物半導体膜の端領域がｎ型化した際のトランジスタ特性についてシミュレーション
を行ったので、それについて説明する。
【０１１９】
　図７（Ａ）は、シミュレーションの対象としたトランジスタを示す平面図であり、図７
（Ｂ）は、図７（Ａ）に示すＡ－Ａ'線に沿った断面図であり、図７（Ｃ）は、図７（Ａ
）に示すＣ－Ｃ'線に沿った断面図である。
【０１２０】
　図７（Ａ）～（Ｃ）に示すように、ゲート電極１０６ａ上にはゲート絶縁膜１０８ａが
形成されており、ゲート絶縁膜１０８ａ上には活性層としてＩＧＺＯを用いた酸化物半導
体膜１１０ａが形成されている。酸化物半導体膜１１０ａ上にはソース電極１１４ｃ及び
ドレイン電極１１４ｄが形成されている。
【０１２１】
　酸化物半導体膜１１０ａがソース電極１１４ｃまたはドレイン電極１１４ｄからはみ出
しているはみ出し幅をｄとし、酸化物半導体膜１１０ａの厚さを２０ｎｍとし、ゲート絶
縁膜１０８ａの厚さを１００ｎｍとした。
【０１２２】
　図８（Ａ）は、第１のシミュレーションの結果を示す図である。第１のシミュレーショ
ンは、ゲート長Ｌを６μｍとし、ゲート幅Ｗを５０μｍとし、はみ出し幅ｄを１μｍで固
定し、酸化物半導体膜１１０ａの全ての端領域のキャリア密度を１×１０１７ｃｍ－３～
１×１０１９ｃｍ－３の間で振り、ドレイン電圧Ｖｄを１Ｖとして行った。図８（Ａ）に
おいて、破線は、端領域のキャリア密度が１×１０１７ｃｍ－３、細実線は、端領域のキ
ャリア密度が１×１０１８ｃｍ－３、太実線は、端領域のキャリア密度が１×１０１９ｃ
ｍ－３、のときのＩｄ－Ｖｇ曲線を示す。
【０１２３】
　図８（Ｂ）は、第２のシミュレーションの結果を示す図である。第２のシミュレーショ
ンは、ゲート長Ｌを６μｍとし、ゲート幅Ｗを５０μｍとし、酸化物半導体膜１１０ａの
端領域のキャリア密度の条件を１×１０１７ｃｍ－３で固定し、はみ出し幅ｄを０～３μ
ｍの間で振り、ドレイン電圧Ｖｄを１Ｖとして行った。図８（Ｂ）において、破線は、は
み出し幅ｄが３μｍ、細実線は、はみ出し幅ｄが１μｍ、太実線は、はみ出し幅ｄが０μ
ｍ、のときのＩｄ－Ｖｇ曲線を示す。
【０１２４】
　図８（Ａ）に示すように、酸化物半導体膜１１０ａの端領域でのキャリア密度が高いほ
どＩｄ－Ｖｇ曲線に発生するコブが大きくなる傾向があった。また、図８（Ｂ）に示すよ
うに、はみ出し幅ｄが大きいほどＩｄ－Ｖｇ曲線に発生するコブが小さくなる傾向があっ
た。
【０１２５】
　以上のシミュレーション結果から、酸化物半導体膜１１０ａの端領域のキャリア密度を
低減させる、つまりｎ型化を抑制することにより、酸化物半導体膜１１０ａの端領域にお
ける寄生チャネルの発生を抑制でき、Ｉｄ－Ｖｇ曲線にコブが発生するのを抑制できるこ
とが示唆された。また、酸化物半導体膜１１０ａのチャネル領域から端領域を離すことに
よって、Ｉｄ－Ｖｇ曲線にコブが発生するのを抑制できることが示唆された。
【０１２６】
＜実施の形態４：液晶表示装置＞
　図９は、本発明の一態様に係る液晶表示装置の画素を示す上面図である。図１０は、図
９に示す液晶表示装置の画素の回路図である。
【０１２７】
　図９及び図１０に示すように、液晶表示装置は画素１６０を有し、画素１６０は図１に
示すトランジスタ１５０を有している。なお、本実施の形態では、図１に示すトランジス
タ１５０を用いているが、図５に示すトランジスタ１５１または図６に示すトランジスタ
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１５２を用いてもよい。
【０１２８】
　図９に示す液晶表示装置の画素１６０の回路図について、図１０を用いて説明する。ト
ランジスタ１５０のゲート電極は走査線１６１と接続され、トランジスタ１５０のソース
電極またはドレイン電極の一方が信号線１６２と接続され、他方は容量素子１６６及び液
晶素子１６７に接続する。
【０１２９】
　次に、図９を用いて画素１６０について詳細に説明する。トランジスタ１５０のゲート
電極１０６は走査線１６１と接続されており、トランジスタ１５０のソース電極１１４ａ
は信号線１６２と接続されている。トランジスタ１５０のドレイン電極１１４ｂは、液晶
素子及び容量素子１６６と接続されている。具体的には、トランジスタ１５０のドレイン
電極１１４ｂは、容量配線１６３と接続されており、また、コンタクトホール１６５にお
いて、容量配線１６３を介して画素電極１６４と電気的に接続されている。図１０に示す
液晶素子１６７は、画素電極１６４、図示しない液晶材料及び対向電極によって構成され
る。なお、図９においては、ゲート電極１０６及び走査線１６１、ソース電極１１４ａ及
び信号線１６２、ドレイン電極１１４ｂ及び容量配線１６３は、それぞれ同一の層で形成
され接続されているが、異なる層で接続されていてもよい。
【０１３０】
　本実施の形態によれば、図１に示すトランジスタ１５０を用いることにより、液晶表示
装置の画素１６０内の電圧が保持出来ないことや消費電流が増すこと等を低減させること
ができる。
【０１３１】
＜実施の形態５：ＥＬ表示装置＞
　図１１は、本発明の一態様に係るＥＬ表示装置の画素を示す上面図である。図１２は、
図１１に示すＥＬ表示装置の画素の回路図である。
【０１３２】
　図１１及び図１２に示すように、ＥＬ表示装置は画素１７０を有し、画素１７０は選択
用トランジスタ１５０ａ及び駆動用トランジスタ１５０ｂを有している。選択用トランジ
スタ１５０ａ及び駆動用トランジスタ１５０ｂそれぞれには、図１に示すトランジスタ１
５０が用いられる。なお、本実施の形態では、選択用トランジスタ１５０ａ及び駆動用ト
ランジスタ１５０ｂそれぞれに図１に示すトランジスタ１５０を用いているが、図５に示
すトランジスタ１５１または図６に示すトランジスタ１５２を用いてもよい。
【０１３３】
　図１１に示すＥＬ表示装置の画素１７０の回路図について、図１２を用いて説明する。
スイッチング用トランジスタ１５０ａのゲート電極は走査線１７１と接続され、スイッチ
ング用トランジスタ１５０ａのソース電極またはドレイン電極の一方は信号線１７２と接
続され、他方は駆動用トランジスタ１５０ｂのゲート電極及び容量素子１７６の一方の電
極と接続する。駆動用トランジスタ１５０ｂのソース電極またはドレイン電極の一方は電
源線１７４と接続され、他方は発光素子１７８と接続する。容量素子１７６の他方の電極
は電源線１７４と接続する。
【０１３４】
　次に、図１１を用いて画素１７０について詳細に説明する。選択用トランジスタ１５０
ａのゲート電極１０６は走査線１７１と接続されており、選択用トランジスタ１５０ａの
ソース電極１１４ａは信号線１７２と接続されている。選択用トランジスタ１５０ａのド
レイン電極１１４ｂはコンタクトホール１７９を介して容量素子１７６の一方の容量電極
１７３ａに電気的に接続されており、この容量電極１７３ａは駆動用トランジスタ１５０
ｂのゲート電極１０６と接続されている。電源線１７４の一部が容量素子１７６の他方の
容量電極として機能しており、電源線１７４は駆動用トランジスタ１５０ｂのドレイン電
極２０４ｂと接続されている。駆動用トランジスタ１５０ｂのソース電極２０４ａはコン
タクトホール１７９を介して、発光素子の第１の電極１７７に電気的に接続している。図
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１２に示す発光素子１７８は、第１の電極１７７、図示しない発光層及び第２の電極によ
って構成される。
　なお、図１１においては、ゲート電極１０６及び走査線１７１、ソース電極１１４ａ及
び信号線１７２、容量電極１７３ａ及びゲート電極１０６は、それぞれ同一の層で形成さ
れ接続されているが、異なる層で接続されていてもよい。
【０１３５】
　本実施の形態によれば、図１に示すトランジスタ１５０を用いることにより、ＥＬ表示
装置の画素１７０内の電圧が保持出来ないことや消費電流が増すこと等を低減させること
ができる。
【符号の説明】
【０１３６】
１０２　　基板
１０４　　下地絶縁膜
１０６，１０６ａ，２０６　　ゲート電極
１０８，１０８ａ　　ゲート絶縁膜
１１０，１１０ａ，２１０　　酸化物半導体膜
１１１　　絶縁膜
１１４ａ，１１４ｃ，２１４ａ　ソース電極
１１４ｂ，１１４ｄ，２１４ｂ　ドレイン電極
１１６　　層間絶縁膜
１５０～１５２　　ボトムゲート構造のトランジスタ
１５０ａ　選択用トランジスタ
１５０ｂ　駆動用トランジスタ
１６０，１７０　　画素
１６１，１７１　　走査線
１６２，１７２　　信号線
１６３　　容量配線
１６４　　画素電極
１６５，１７５，１７６　　コンタクトホール
１６６　　容量素子
１６７　　液晶素子
１７３　　容量素子
１７３ａ　容量電極
１７４　　電源線
１７７　　電極
１７８　　発光素子
２０６　　ゲート電極と重畳しない端領域
２０４ａ　ソース電極
２０４ｂ　ドレイン電極
２０６ａ　第１の領域
２０６ｂ　第２の領域
２０６ｃ　第３の領域
２０６ｄ　第４の領域
２１４ａ　第１の側面
２１４ｂ　第２の側面
３１４ａ　第１の側面の一方端
３１４ｂ　第２の側面の一方端
４１４ａ　第１の側面の他方端
４１４ｂ　第２の側面の他方端
１００１　ゲート電極
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１００２　酸化物半導体膜
１００３　ソース電極
１００４　ドレイン電極
１００５　寄生チャネル

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】

【図１３】

【図１４】
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